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１．緒言
　2010年の日本における食物アレルギーの有病率
は，乳児が約10％，3歳児が約5％1），保育園児が
5.1％2），学童以降が1.3-2.6%3,4）程度と推定され，増
加傾向にある．診断・治療についてもガイドライ
ン5-10）が作成され，原因食物を必要最小限に除去す
る食事療法（以下，除去食）により症状の出現を
予防し自然寛解を待つ対応を標準治療としつつ，積
極的治療としての経口免疫療法の試みも進められて
いる11,12）．また，食物アレルギーを有する子どもに
対する学校や保育所での対応などの各種ガイドライ
ン13,14）も作成され，過去10年間で食物アレルギーを
取り巻く環境は大きく変化している．しかし，食物
アレルギーによって引き起こされる症状は多彩であ
り，対応方法も複雑であることから，子どものみな
らずその家族が抱える負担や困難は多大である．
とりわけ，0歳から就学前の乳幼児期は，一般的に
母親の育児負担が大きい時期であり15），食物アレル
ギーを有する乳幼児（以下，食物アレルギー児）の
母親は，アナフィラキシー症状によりわが子の命が
危険にさらされる不安や，皮膚症状などの悩みを抱
えながら，除去食を日々続けなければならない16）．
さらに，成長発達や疾患治癒に関する不安や，経済
的負担，社会的サポートの少なさ，周囲の人々との
関係など，食物アレルギー児の母親の抱く不安や負
担感・困難感は大きく，生活の質（以下，QOL）
の低下が指摘されている17-19）．
　母親が食物アレルギーに対応した生活を円滑に遂
行する能力を高めることは，食物アレルギー児の治
療成功の鍵となり，母親の育児における負担感や困
難感を軽減すると考えられる．しかし，このような
母親の能力を判断できる既存の尺度はなかった．
　そこで，本研究は，食物アレルギー児を養育する
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母親の，食物アレルギーに対応した生活を円滑に遂
行する能力（以下，食物アレルギー対応力）を測定
する尺度を検討することを目的とした .

２．研究方法
２. １  調査対象と方法
　医師により0～6歳（就学前）の食物アレルギーと
診断され除去食を含む治療を受けている乳幼児を養
育する母親を対象として，2010年9月～2011年3月に，
小児科アレルギー外来を有する病院（8施設），診療
所の一般（11施設）あるいはアレルギー専門（2施設）
の小児科医師を通じて，自記式質問票を650部配布
し，郵送法で回収した． 
２. ２  調査内容
　対象者の背景として，母親の年齢，就業状態，食
物アレルギー児の月齢，性別，除去品目と除去品目
数，通園状況の項目とした．食物アレルギー対応力
の質問票は， 先行文献20-22）をもとに質問項目を検討
し，食物アレルギー児を養育する母親10名に対する
プレテストを経て34項目を作成した．「全くあては
まらない」は1点，「非常にあてはまる」は5点，逆
転項目については「非常にあてはまる」が1点，「全
くあてはまらない」が5点となり，高得点ほど食物
アレルギー対応力が高いことを意味する．
２. ３  分析方法
　統計解析ソフト IBM SPSS ver.19.0を用いて，天
井・床効果，項目間相関，項目−全体相関，因子分
析（重みなし最小二乗法−斜交回転：オブリミン法）
を行い，Cronbach のα係数，Spearman-Brown の
信頼係数，Guttman の信頼係数を求めた．
２. ４  倫理的配慮
　研究目的・方法，自由意思に基づく協力，無記名，
プライバシー保護などについて説明した依頼文を質
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問票に同封し，質問票の返送をもって同意を得たと
した．なお，本研究は，川崎医療福祉大学研究倫理
審査委員会（承認番号198）により承認後に行った．

３．結果
３. １  対象の背景
　質問票は328名から回収され，欠損データが多い
23名，ならびに食品中の除去品目数が0と回答，あ
るいは記載がなかった25名の回答を除外し，280名
を分析対象とした（有効回答率45.0%）．
　母親の平均年齢は33.6±4.6歳で，食物アレルギー
児の平均月齢は35.6±19.8カ月，男児176名（62.9％），
女児104名（37.1％）であった．母親の就労が常勤
と回答したものは74名（26.4％），パートタイムは
44名（15.7％），無職は162名（57.9％）であった．
　食物アレルギー児の除去品目（重複回答）は，鶏
卵が255名（91.1%）で最も多く，牛乳153名（54.6%），
小麦78名（27.9%）の順に多かった．続いて，ピー
ナッツ32名（11.4％），甲殻類26名（9.3％），大豆23
名（8.2％），魚19名（6.8%），そば13名（4.6%），ゴ
マ10名（3.6%），イカ・タコ9名（3.2%），肉類9名（3.2%），
果物類9名（3.2%），米5名（1.8％），その他6名（2.1%）
であった．除去品目数は， 1品目が91名（32.5％），
2品目が90名（32.1％），3品目が47名（16.8％），4品
目が30名（10.7％），5品目が22名（7.9％）であり，
1人あたりの平均除去品目数は，2.3±1.3品目であっ
た．
　食物アレルギー児の通園について，なしと回答
したものは130名（46.4％），ありと回答したものは
150名（53.6％）で，通園先の内訳は，保育園106名

（37.9％），幼稚園35名（12.5％），その他9名（3.2％）
であった．
３. ２  食物アレルギー対応力尺度の検討
３. ２. １  質問項目の検討（表1）
　食物アレルギー対応力尺度の34項目の平均値，標
準偏差を算出し，平均値±標準偏差の値が評定尺度
の上限以上あるいは下限以下となる項目を検討した
ところ，「2. わが子の食物アレルギーの原因食物を
知っている」，「3. わが子の食物アレルギーの除去食
についてはよく分からない（逆転）」，「4. わが子の
食物アレルギーの検査結果について理解している」，
「27. わが子の食物アレルギー治療では信頼できる
医師に出会えている」，「29. わが子が食物アレルギー
であるために，食に対する関心が高まった」，「33.
夫は , わが子の食物アレルギーの原因食物を知って
いる」の6項目に天井効果が認められた．そして，「17.
サポートグループ（親の会など）に参加している」
に床効果があり，34項目全体との相関係数も0.30未

満（r=0.06）で，関連が低いと判断した．これら7
項目を削除し，最終的に，27項目とした． 
３. ２. ２  因子構造
　27項目の因子分析（重みなし２乗法，直接オブリ
ミン法）結果は，表2のとおりである．因子負荷量
が0.40に満たない項目は尺度全体への寄与率が低い
と判断し，該当する項目を除外しながら，因子パター
ンが単純構造になるまで，繰り返し分析を行った．
その過程で，「6. 原因食物を誤って食べた時，アレ
ルギー症状が出る前にどのように対処したら良いか
知っている」，「8. わが子の除去食を調理することに
自信がある」，「12. わが子のアレルギー対応食品を
入手できる」，「16. わが子に不足する栄養素を補う
ための工夫が出来る」，「18. わが子の食物アレルギー
について自分の気持ちを話したり相談できる相手が
いる」，「24. 書物やインターネットなどにより，食
物アレルギーに関する情報収集を行なえる」，「25.
保育園・幼稚園にわが子の食物アレルギーに関して
理解・協力を求めることができる」，「26. 食品にア
レルギー表示がない，あるいは表示内容に疑問を抱
いた場合 , 何らかの方法で問い合わせることができ
る」，「31. わが子の食物アレルギーの管理に積極的
に取り組んでいる」，「33. 夫は食物アレルギーがど
のような病気か知っている」の10項目が除外され，
最終的に5因子からなる17項目となった．5因子の累
積寄与率は56.13％で，尺度全体のCronbach のα係
数は0.81，各因子は0.74～0.89であった．折半法の
Spearman-Brown の信頼係数は0.90，Guttman の信
頼係数は0.89であった．
　第1因子は3項目が含まれ，母親がわが子の食物ア
レルギーに対応した生活を円滑に遂行する上で生じ
るストレスへの対処能力を表していると解釈し，「ス
トレス対処」と命名した．第2因子は4項目で，母親
がわが子の除去食に必要な食事に関する技量を表し
ていると解釈し，「除去食技術」と命名した．第3因
子は3項目で，医療者との関係構築および情報収集
の能力を表していると解釈し，「医療者からの情報
収集」と命名した．第4因子は5項目で，必要な疾患
理解，知識の程度を表していると解釈し，「食物ア
レルギーの知識」と命名した．第5因子は2項目で，
母親がわが子の食物アレルギーに対応した生活を円
滑に遂行するためにパートナーの協働を得ている程
度，あるいは得られる環境の獲得状況を表している
と解釈し，「夫の協働」と命名した．

４．考察
　食物アレルギー児を養育する母親の食物アレル
ギー対応力は，「ストレス対処」，「除去食技術」，「医
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表1　食物アレルギー対応力尺度の検討
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療者からの情報収集」，「食物アレルギーの知識」，「夫
の協働」の5つの因子で構成された．
　食物アレルギーがあることによって生じる，子ど
もを連れて出かける上での制限や，子どもを他者に
預ける上での制限，また，食物アレルギーが治らな
いかもしれない不安や成長発達が遅れる心配，誤食
の心配など，周囲との関係の取り方や，子どもに対
する罪悪感をも含めた母親自身のストレスは，個人
によりその程度は異なる．食物アレルギーに対する
前向きな捉え方や，自分なりにストレスを軽減する
方法を心得ているといったストレス対処は，母親が
わが子の食物アレルギーに対応した生活を円滑に遂
行する上で欠かせない．
　食物アレルギー児にとり母親が与える除去食は，
治療の代行であり，最も安心して口にすることの出
来る食べ物であり，アナフィラキシーなどの危険回
避や，順調な成長発達のためにも欠かすことは出来
ないものである．除去食の献立を考え，調理するス
キルを身に付けることは，母親の負担感や困難感の
軽減につながる23）．
　母親が医師，看護師，栄養士といった医療者とコ
ミュニケーションをとり，医療者から情報収集する
ことは，正しい知識やスキルをはじめとした情報を
主体的に得る重要な要素である．適切な食物アレル
ギーの知識を母親が持つことにより，アレルギー症
状の軽減や危険の回避，除去食の継続，医師の治療
方針の理解につながる．また，母親がわが子の食物
アレルギーを管理する上で生じる不安の軽減や，ス
キルの向上につながるため，適切な治療環境を維持
する上でも重要である．
　一般に食物アレルギーにおける食物除去について
は理解されにくく，誤解されることも多い．そうし
た状況の中，同じ親である夫が母親同様に疾患や治
療を理解し，食物アレルギーのわが子を一緒に養育

することは，母親の精神的にも身体的にも大きな助
けとなる20）．母親が食物アレルギーの管理を一人で
抱え込まず，夫の協働を得ようとする思考やスキル
をもつことは，食物アレルギーに対応する上で重要
である．
　本尺度は，食物アレルギー児を養育する母親の，
食物アレルギーと共にある生活への対応の程度を把
握し，母親への必要な看護を提供する上で活用でき
ると考える．

５．結論
　本研究では，食物アレルギー児を養育する母親の
食物アレルギー対応力を測定するための尺度は，「ス
トレス対処」，「除去食技術」，「医療者からの情報収
集」，「食物アレルギーの知識」，「夫の協働」の5因
子17項目で構成されていた．

６．本研究の限界と今後の課題
　本研究の対象者は，医療機関において食物アレル
ギーの診断・治療を受け，食物除去を行っている乳
幼児を養育する母親が対象であり限定されている．
今後は，対象をさらに拡大し，食物アレルギー対応
力尺度の信頼性や妥当性についても検討していく必
要がある．また，母親だけでなく，食物アレルギー
児を養育する父親の食物アレルギー対応力について
も検討していく必要がある．
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